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○人にやさしいまちづくり条例 

平成１２年１２月２１日 

津山市条例第５４号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条～第７条） 

第２章 施策の基本方針等（第８条～第１１条） 

第３章 まちづくりを推進するための基本的事項（第１２条～第１８条） 

第４章 生活環境の整備 

第１節 都市施設の整備（第１９条～第２２条） 

第２節 特定都市施設の整備（第２３条～第３１条） 

第３節 交通環境及び住宅の整備（第３２条～第３４条） 

第４節 安全な生活環境の確保等（第３５条・第３６条） 

第５章 雑則（第３７条・第３８条） 

付則 

子どもから高齢者まですべての人が，一人の人間として尊重され，社会を構成する一員と

して自立し，共に支え合い，生きがいを持ちながら安心して生活できる社会は，私たち市民

の願いである。 

こうした社会を実現するためには，高齢者，障害者等の活動を制限しているさまざまな障

壁を取除き，すべての市民が自らの意思で自由に行動し，安全かつ快適に生活することがで

きる社会環境を整備することが必要である。 

このため，市，市民及び事業者は，それぞれの役割を果たしながら連携し，協働して，市

民総参加の下に思いやりの心がふれあう人にやさしいまちづくりに全力を挙げて取組むこ

とを決意し，この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，人にやさしいまちづくり（以下「まちづくり」という。）に関し，市，

市民及び事業者の役割を明らかにし，市の施策の基本となる事項を定めるとともに，高齢

者，障害者等が安全かつ円滑に利用できる都市施設等の整備について必要な事項を定める

ことにより，まちづくりの総合的な推進を図り，もって市民福祉の増進に資することを目

的とする。 
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（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１） 高齢者，障害者等 高齢者，障害者，妊産婦，乳幼児を連れた者その他日常生活

又は社会生活において活動の制限を受ける者をいう。 

（２） 事業者 経済，社会，文化その他の分野において事業活動を行う者をいう。 

（３） 都市施設 不特定かつ多数の者が利用する病院，劇場，集会場，展示場，百貨店，

文化施設，公共交通機関の施設，道路，公園その他の施設で規則で定めるものをいう。 

（４） 特定都市施設 都市施設のうち，高齢者，障害者等を含むすべての市民が安全か

つ円滑に利用できるように特に整備を促進することが必要な施設として規則で定める

ものをいう。 

（５） 公共車両 鉄道の車両，乗合自動車その他の一般旅客の用に供する車両で規則で

定めるものをいう。 

（市の役割） 

第３条 市は，市民からの意見及び提言を広く取入れながら，まちづくりに関する施策を総

合的かつ計画的に推進するものとする。 

２ 市は，自ら設置し，又は管理する都市施設等を高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用

できるように整備するものとする。 

（市民の役割） 

第４条 市民は，まちづくりに関し理解を深め，自主的にまちづくりに関する活動に取組む

とともに，相互に連携しながら，市が実施するまちづくりに関する施策に協力するものと

する。 

２ 市民は，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用できるように整備された都市施設等の

利用の妨げとなる行為をしてはならない。 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は，地域社会の一員であるとともに，その事業活動が地域社会と密接な関係

にあることを自覚し，自主的にまちづくりに関する活動に取組み，市が実施するまちづく

りに関する施策に協力するものとする。 

２ 事業者は，自ら設置し，又は管理する都市施設等を高齢者，障害者等が安全かつ円滑に

利用できるように整備するものとする。 

（推進体制） 
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第６条 市，市民及び事業者は，まちづくりについての役割を認識し，相互に連携して，そ

の推進に努めるものとする。 

２ 市は，市民及び事業者と一体となってまちづくりを推進するための体制を整備するもの

とする。 

（財政上の措置） 

第７条 市は，まちづくりを推進するため，必要な財政上の措置を講ずるように努めるもの

とする。 

第２章 施策の基本方針等 

（施策の基本方針） 

第８条 市は，次に掲げる基本方針に基づき，まちづくりに関する施策を計画的に推進する

ものとする。 

（１） すべての市民が高齢者，障害者等への理解を深め，思いやりの心をもって，お互

いの人格を尊重し合うように意識の高揚を図ること。 

（２） すべての市民が住み慣れた地域で，共に支え合いながら，安心して住み続けられ

る環境を整備すること。 

（３） すべての市民が安全かつ快適な生活に必要な情報を円滑に利用することができる

ように諸条件を整備すること。 

（４） すべての市民が都市施設等を安全かつ円滑に利用することができるように整備す

ること。 

（情報の提供） 

第９条 市は，まちづくりに関する情報を収集し，市民及び事業者に提供するものとする。 

２ 市は，高齢者，障害者等が，その生活に関連する情報を円滑に利用し，及びその意思を

表示できるように必要な施策を講ずるものとする。 

（啓発活動） 

第１０条 市は，市民及び事業者がまちづくりに関して理解を深め，自主的な活動が図られ

るように広報その他の啓発活動を行うものとする。 

（学習機会の提供等） 

第１１条 市は，市民が生涯を通じてまちづくりに関し学習をすることができるように，そ

の機会の提供を行うものとする。 

２ 市は，高齢者，障害者等に対する理解や思いやりのある児童を育成するために必要な教

育を行うものとする。 
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第３章 まちづくりを推進するための基本的事項 

（地域社会における連帯の形成及び促進） 

第１２条 市民及び事業者は，地域社会の一員として相互の交流を深めることにより，地域

社会における連帯（以下「地域連帯」という。）の形成に努めるものとする。 

２ 市は，地域連帯の形成を促進するため，地域連帯の形成に係る基礎的条件の整備に努め

るものとする。 

（健康の保持及び増進） 

第１３条 市民は，健康に関する意識を高め，自らの健康の保持及び増進に努めるものとす

る。 

２ 市は，市民自らの健康づくりに関する意識の高揚を図るとともに，関係機関と連携し，

市民の健康の保持及び増進に関する施策を講ずるように努めるものとする。 

（文化活動等の機会の提供） 

第１４条 市は，高齢者，障害者等が積極的に文化，スポーツ，レクリエーション等の活動

に参加できるように関係機関と連携し，その機会の提供に努めるものとする。 

（就業機会の確保等） 

第１５条 事業者は，高齢者，障害者等への理解を深め，就業機会の確保及び雇用の安定に

努めるものとする。 

２ 市は，高齢者，障害者等の就業機会の確保及び雇用の安定を図るために関係機関と連携

し，必要な支援に努めるものとする。 

（ボランティア活動への参加等） 

第１６条 市民及び事業者は，ボランティア活動に自主的かつ積極的に取組むように努める

ものとする。 

２ 事業者は，その雇用する勤労者がボランティア活動に参加しようとするときは，必要な

便宜を図るように努めるものとする。 

３ 市は，ボランティア活動を促進するため，市民及び事業者に情報の提供，人材の育成等

必要な支援を行うものとする。 

（日常生活の支援） 

第１７条 市は，高齢者，障害者等が快適な日常生活を送ることができるように在宅福祉及

び施設福祉の充実を図るため，必要な施策を講ずるものとする。 

２ 市は，保健，医療及び福祉施策の連携を推進し，それぞれを効果的に組合せることによ

り，高齢者，障害者等の日常生活を総合的に支援するものとする。 
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（児童の健全な発育） 

第１８条 市は，児童の心身の健全な発育のため，関係機関と連携し，必要な施策を講ずる

ように努めるものとする。 

２ 市民は，児童の心身の健全な発育のため，家庭における養育機能の維持向上を図るとと

もに，地域社会において環境の整備に努めるものとする。 

第４章 生活環境の整備 

第１節 都市施設の整備 

（整備基準） 

第１９条 市長は，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用できるようにするため，都市施

設の構造及び設備の整備について必要な基準（以下「整備基準」という。）を規則で定め

るものとする。 

（整備基準への適合） 

第２０条 都市施設を設置し，又は管理する者（以下「都市施設の設置者等」という。）は，

当該都市施設を整備基準に適合させるように努めるものとする。 

（適合証の交付及び表示） 

第２１条 都市施設の設置者等は，当該都市施設が整備基準に適合するときは，市長に対し

適合証の交付を請求することができる。 

２ 市長は，前項の請求があったときは，当該都市施設が整備基準に適合しているかどうか

を検査するものとする。 

３ 市長は，前項の検査に係る都市施設が整備基準に適合していると認めるときは，当該都

市施設の設置者等に適合証を交付するものとする。 

４ 都市施設の設置者等は，前項の規定により適合証の交付を受けたときは，規則で定める

ところにより当該適合証を高齢者，障害者等の見やすい場所に表示するものとする。 

（機能の維持） 

第２２条 都市施設の設置者等は，当該都市施設が整備基準に適合しているときは，その適

合箇所の機能を維持するように努めるものとする。 

第２節 特定都市施設の整備 

（新築等の届出） 

第２３条 次の各号のいずれかの行為（以下「特定都市施設の新築等」という。）をしよう

とする者は，規則で定めるところにより，その内容についてあらかじめ市長に届け出なけ

ればならない。 
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（１） 特定都市施設の新築若しくは新設，増築若しくは増設又は改築 

（２） 特定都市施設の用途の変更（当該用途の変更により特定都市施設に該当しないこ

ととなる場合を除く。） 

（３） 特定都市施設の建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１４号に規定

する大規模の修繕又は同条第１５号に規定する大規模の模様替 

（４） 施設の用途の変更（当該用途の変更により特定都市施設に該当することとなる場

合に限る。） 

２ 前項の規定による届出を行った者で，当該届出に係る事項の変更（規則で定める軽微な

変更を除く。）をしようとするものは，規則で定めるところにより，その内容についてあ

らかじめ市長に届け出なければならない。 

（新築等の協議） 

第２４条 規則で定める規模以上の建築物に係る特定都市施設の新築等をしようとする者

は，規則で定めるところにより，その内容についてあらかじめ市長に協議しなければなら

ない。 

２ 前項の規定による協議を行った者で，当該協議に係る事項の変更（規則で定める軽微な

変更を除く。）をしようとするものは，規則で定めるところにより，その内容についてあ

らかじめ市長に協議しなければならない。 

（高齢者，障害者等の意見） 

第２５条 特定都市施設の新築等をしようとする者は，当該特定都市施設の新築等に当り，

高齢者，障害者等の意見を聴くように努めるものとする。 

（指導及び助言） 

第２６条 市長は，第２３条の規定による届出又は第２４条の規定による協議があった場合

において，当該届出又は協議に係る特定都市施設が整備基準に適合していないと認めると

きは，当該届出又は協議を行った者に対し必要な指導及び助言を行うことができる。 

（工事完了の届出） 

第２７条 第２３条の規定による届出又は第２４条の規定による協議を行った者は，当該特

定都市施設の新築等に係る工事が完了したときは，規則で定めるところにより，速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は，前項の規定により届出があったときは，当該特定都市施設の整備基準への適合

状況について検査することができる。 

（適合状況の報告） 
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第２８条 市長は，特定都市施設を設置し，又は管理する者（次項において「特定都市施設

の設置者等」という。）に対し，規則で定めるところにより，当該特定都市施設の整備基

準への適合状況について報告を求めることができる。 

２ 市長は，前項の報告に係る特定都市施設が整備基準に適合していないと認めるときは，

当該特定都市施設の設置者等に対し，必要な指導及び助言を行うことができる。 

（勧告） 

第２９条 市長は，次の各号に掲げる者に対し，必要な措置を講ずるよう勧告することがで

きる。 

（１） 第２３条の規定による届出又は第２４条の規定による協議を行わないで工事に着

手した者 

（２） 第２３条の規定による届出又は第２４条の規定による協議の内容と異なる工事を

行った者 

（３） 前条第１項の規定により求められた報告を正当な理由なく行わない者 

（４） 第２６条又は前条第２項の規定による指導及び助言に正当な理由なく従わない者 

（公表） 

第３０条 市長は，前条の規定による勧告を受けた者が，正当な理由なく当該勧告に従わな

いときは，当該勧告を受けた者の氏名その他の規則で定める事項を公表することができる。 

２ 市長は，前項の規定による公表をしようとするときは，あらかじめ当該勧告を受けた者

に意見を述べる機会を与えなければならない。 

（立入り調査） 

第３１条 市長は，第２６条及び第２８条から前条までの規定の施行に必要な限度において，

その職員に特定都市施設に立入り，整備基準への適合状況を調査させることができる。 

２ 前項の規定により立入り調査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係者の

請求があったときは，これを提示しなければならない。 

第３節 交通環境及び住宅の整備 

（交通環境の整備） 

第３２条 市，公共車両を所有し，又は管理する事業者（次条において「公共交通事業者」

という。）及び都市施設の設置者等は，相互に連携して高齢者，障害者等が安全かつ円滑

に利用できるように建築物，道路等を整備することにより，これらの者が移動しやすい交

通環境の整備に努めるものとする。 

（公共車両の整備） 
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第３３条 公共交通事業者は，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用できるように公共車

両の整備に努めるものとする。 

２ 市長は，必要と認めるときは，公共交通事業者に対し，公共車両の整備状況について報

告を求めることができる。 

３ 市長は，必要と認めるときは，前項の規定による報告を行った公共交通事業者に対し，

指導及び助言を行うことができる。 

（住宅の整備） 

第３４条 市民は，加齢，障害等による日常生活における動作能力の低下に対応し，安全か

つ快適な自立した生活が維持できるように自ら住宅の整備に努めるものとする。 

２ 住宅を供給する事業者は，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用できるように配慮し

た住宅の供給に努めるものとする。 

３ 市は，高齢者，障害者等が安全かつ快適な住環境の中で生活できるように必要な施策を

講ずるものとする。 

第４節 安全な生活環境の確保等 

（安全な生活環境の確保） 

第３５条 市民及び事業者は，自らの生活の安全確保及び相互扶助の精神に基づき，地域の

安全確保に努めるとともに，市が実施する生活安全対策に協力するように努めるものとす

る。 

２ 市は，高齢者，障害者等が安全な日常生活及び社会生活を営むことができるように関係

機関と連携し，防犯，防災，交通安全，環境保全等生活安全対策に努めるものとする。 

（公共工作物の整備） 

第３６条 信号機，公衆電話ボックスその他の公共の用に供する工作物で規則で定めるもの

を設置し，又は管理する者は，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用できるようにその

整備に努めるものとする。 

第５章 雑則 

（国等に関する特例） 

第３７条 国，地方公共団体その他規則で定める者については，前章第２節（第２５条を除

く。）並びに第３３条第２項及び第３項の規定は，適用しない。 

２ 市長は，国，地方公共団体その他規則で定める者に対し，特定都市施設及び公共車両の

整備について必要な措置を講ずるように要請することができる。 

（委任） 
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第３８条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定め

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１３年４月１日から施行する。ただし，第４章及び第５章（第３８条

を除く。）の規定は，平成１４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第４章の規定の施行の際現にその工事に着手している特定都市施設の新築等について

は，第２３条から第２７条までの規定は，適用しない。 

 


